
新耐震
基準

Ⅰａ Ⅰｂ 計 Ⅱ Ⅲ 計

Ａ 学校施設 （45施設） 100 61 45 206 0 0 0 0 0 0 0 206

Ｂ 社会教育施設 （49施設） 57 6 3 66 0 0 0 0 0 0 0 66

Ｃ 福祉施設 （73施設） 68 10 1 79 0 0 0 0 0 0 0 79

Ｄ 医療施設 （3施設） 7 0 1 8 0 0 0 0 0 0 0 8

Ｅ 集客施設 （7施設） 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 7

Ｆ 事務所施設 （6施設） 5 1 1 7 0 0 0 0 0 0 0 7

Ｇ 消防施設 （42施設） 39 3 0 42 0 0 0 0 0 0 0 42

Ｈ 供給・処理施設 （7施設） 8 2 4 14 0 0 0 0 0 0 0 14

（232施設） 291 83 55 429 0 0 0 0 0 0 0 429

耐震対策必要

0棟

（23団地） 40 29 42 111 0 0 0 0 0 0 0 111

耐震対策必要

0棟

331 112 97 540 0 0 0 0 0 0 0 540

耐震対策必要

0棟

富士市が所有する公共建築物（255施設、540棟）の耐震性能ランク付けの結果及び耐震化率

　（ 富士市の耐震性能判定基準による ）
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100%

検討中　0棟

検討中　0棟

耐震補強　 0棟 耐震補強以外の対策　0棟

全　体　（255施設） 100%

公共建築物全体の耐震化率　（540棟/540棟） 100% 耐震補強　 0棟

100%

市営住宅の耐震化率 （111棟/111棟）

耐震補強以外の対策　0棟

東海地震に対する耐震性能を持つ建築物

施設の用途

市営住宅

100%

一般公共建築物の耐震化率 （429棟/429棟）

100%

100%

用途廃止、
解体予定

棟数

その他
（軽量化等）

の棟数

100%

100%

100%

100%

耐震補強　0棟
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100%

耐震対策完了棟数
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全体棟数

耐震対策完了棟数
による耐震化率
（富士市の耐震性

能判定基準による）

100%


